資料１－１

2008年9月25日
総務省研究会・職員団体ヒアリング

自治労大阪府本部
大阪府内における臨時・非常勤等職員制度の実態と課題について

１.　はじめに（研究会への期待）
２.　大阪の臨時・非常勤等職員の現状（任期付短時間勤務職員を含む）
（1）　臨時・非常勤等職員数

・23,399人（2006年自治労組織実態調査：自治労組織のある自治体を対象）
・全職員に占める割合は、各自治体の平均で27～30％程度

・町村では50％近くに達する自治体もある

（2）　職種
・一般行政事務、市民窓口、各種相談員、各種指導員、国民健康保険料徴収員、臨床心理士、図書館司書、介護職員、学童保育指導員、保育士、調理員、看護士など
・資格職、非資格職を問わず、あらゆる業務や職種、特に市民サービス提供の第一線を担っている
・職種（保育職場等）によってはその数が正規職員数を超えるところもある

・勤続年数が長期化する傾向にある
（3）　任用形態

・地公法22条「臨時職員」、同法17条「一般職非常勤職員」、同法3条3項「特別職非常勤職員」…もっとも多いのは特別職非常勤職員の形態
・任期付採用法5条「任期付短時間勤務職員」
・上記のいずれに属するのか明確でない例もある
（4）　任期付採用法

・同法5条の条例化は10市町村、うち実際運用は6市、職員数は900人
・同制度活用の若干の経過
３.　臨時・非常勤職員の課題
（1）　現状

・地位確認・損害賠償請求訴訟の続発

・非常勤職員の雇い止めを巡る判例の動向

（2）　問題点

①自治体業務の重要な役割を担う臨時・非常勤職員の職務と処遇との乖離
・理不尽な雇い止め、任用根拠の変更

・官製ワーキングプアとも称されるような処遇

②「法の谷間」に存在する臨時・非常勤等職員

・民間のパート労働者に適用される法律が適用されない
（3）　今後の「あり方」への検討の方向

・雇い止め問題に対する規制と救済策

・処遇の改善

→非常勤職員への諸手当支給の改善…地方自治法の改正

→休日・休暇制度の整備・保障
４.　任期付短時間勤務職員制度の課題
（1）　任用できる業務の範囲の問題
①「住民への直接サービスの時間延長や繁忙時の充実」などに限定

・本格的業務を予定していながら、補完的・補助的業務のイメージ
→自治体業務に広く活用しにくい
②求められる改善の方向

・「拡充したサービス提供体制の維持」や「恒常的な住民サービスに関わる業務」のために広く活用されるべき
・現在働いている臨時・非常勤等職員の職にも適用しやすい制度とする
（2）　任用期間の問題

①任期付短時間勤務職員制度が広がらないもっとも大きな理由のひとつ
・任期が明確であり、任期の更新に不安

②改善の方向性

・任用更新（再度の任用）にあたって要件・手続きの簡素化

→「能力の実証」としての勤務実績等を勘案するなどの選考とする
・人材育成の視点

５.　臨時・非常勤等職員制度全体の課題
・臨時・非常勤職員、任期付短時間勤務職員の地位向上

・雇い止めに対する規制と救済策
・パート労働法や、国家公務員に対する「非常勤職員の給与等に関する指針」（人事院）との整合性
・「任期の定めのない短時間勤務職員制度」の創設
